
Title レオンティエフ体系における技術構造
Sub Title A note on technical structure in the Leontief system
Author 尾崎, 巌

Publisher 慶應義塾経済学会
Publication year 1969

Jtitle 三田学会雑誌 (Keio journal of economics). Vol.62, No.8 (1969. 8) ,p.932(166)- 941(175) 
JaLC DOI 10.14991/001.19690801-0166
Abstract
Notes 寺尾琢磨教授退任記念特集号

研究ノート
Genre Journal Article
URL https://koara.lib.keio.ac.jp/xoonips/modules/xoonips/detail.php?koara_id=AN00234610-19690801-

0166

慶應義塾大学学術情報リポジトリ(KOARA)に掲載されているコンテンツの著作権は、それぞれの著作者、学会または出版社/発行者に帰属し、その権利は著作権法によって
保護されています。引用にあたっては、著作権法を遵守してご利用ください。

The copyrights of content available on the KeiO Associated Repository of Academic resources (KOARA) belong to the respective authors, academic societies, or
publishers/issuers, and these rights are protected by the Japanese Copyright Act. When quoting the content, please follow the Japanese copyright act.

Powered by TCPDF (www.tcpdf.org)

http://www.tcpdf.org


r 緣这级袋^笑说.於 承 、

家則の労働供給の一般図式について

整を行い，雇用所得機会に対しては機会の諾西を決定 

する不連続調Mを行う機構を明示し\るものであるこ 

と。飨 2 に理論模型ゆ余暇〜所得選好図式によるもっ 

とも启律的な性質のものであること》

以下に婦結を摘記する。

3. 2 2. 2, 2. 4 節の供給図式は個々独立のものでは 

ない。選好関数のパラメタ（集合）アが共通である家 

計群（群内家計問の無差別丨丨丨丨線の特性は« の盖によって 

相興る）において， 自営所得機会の所得造出丨11丨線の位 

inと雇用所得機会の貨金率との間の相対的大小関係に 

よって両節の國式のどちらかが妥当するのである。所 

得造出丨山線上において争 = w が成立十るばあI 、は
2. 2 節の図式となり，すべてのh > o に対して音€  く 

W であるときは2 . 4 節の図式が妥当する。

2 . 6 節では核履〗n所得機会の需要量が限定され， /I 
である場合の非核屜诏所得機会への供給を考察したが, 
弗核雇用所得機会の賃金率と自営所得造出曲線の位置 

いかんによって2_ 6 .1，2 .6 .2，2* 6. 3 の図式がそれぞ 

れ成立することが知られた。

3 . 3 以上の考察によって，（イ）家計が屈用所得機会 

と丨il営所得機会に対して労働力を配分する一般的図式 

を余暇〜所得選好理論のうえに構築することは可能で 

あり，（ロ)自営所得と雇用所得の各種の組合せを発生せ 

しめる条件は，最適把給時間H ( P )と点心 • = 1，2 ,3) 
(第1表),点  w < (i= l,2,.3)(第  2 表),点  =  2 ,3)
(第3表)，点んおよびゴ（第4 表)の位匱で完全に記述

されることが叨らかにされた。従つ てこれらの各点の 

位置とH(h*)を 結 ぶ 関 係 （2. 3 節の関数♦, 2. 4 節の 

K  2_ 6 節 の i jおよ、びC) は家計の労働供給理論の驻 

本的3?具である。選好関数の解析的な形を特定化する 

ならばこれらの関数の具体的な形は通常の解析的な手 

法または計算機による数値計算によって求められる。

3. 4 屈;！〗所得機会への労働供給関数を数値的に求 

めるには，すでに述べたように向営所得機会の限界収 

入率と雇用機会の貨金率の大小関係を判定し，各ケー 

スに応じても r ,  t  n, c の問数を使いわけねばなら 

ない。従づて特矩のy (選好場パラメタの平均値）およ 

び双 （選好場パラメタの家計問変動をあらわす確率変数） 

の分布をもつ家計群について，各種の所得機会の組合 

せを与えて供給関数を導出するには判定と制約条件を 

ふくむ組織的な計算プログラムが必齊であり，かつ本 

稿の考察によってその菡本手続が明らかにされた。供 

給関数の数値的導出は別檎で考察したい。

3. 5 2. 6 節においては核雇用所得機会の需要量が瓦 

に限定されている場合蚤考察した。限定が'2 / i文はそ 

れ以上である場合もまったく同様の推論によって扱う 

ことができる。しかし，経験の示すところによれば， 

現代の家計の性年齢等構成員特性のもとにおけるかぎ 

り核雇用所得機会がh を超えて2k,3hなどである場 

合は稀である。従って2. 6 節の所論は他の諸節と共に 

そのままの形で量的実証分析に適用可.能である。

レオンテイヱフ体系における技術構造

尾 崎 巌

(一） ま え が き

レオンテイュフ投入一座出分析の体系は，1931年， 

彼が ア.入.})力の ’ National Bureau of Economic Re

search においてResearch A ssociateの職にあった時の 

守備的調进研究に始まる。 その体系の全貌は1936尔

Review of Economics and Statistics (文献 ⑷ ) fc 

発表され/ 1941年仁彼の主著The Structure of the 

. American Economy, 1919—1929 (文敝〔5ゴ）が刊行さ 

れた。その後，投入一産出分析は，一方において経済 

発屁過程における稱造変化の本锊を解IJiJするた込の最 

も越本的な分析川具を捉供しながら, 他方において, 

各国の経済政策樹立のための有効な手段と,して利川さ
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問題の所在を明らかにす名ために，■レオンテイエフ, 
体系の基本的性格に関し次のことを伖定しておく。

ィ. 全商品経済を《俾の部門に分割する。部門分 

割と商品分類とは1 対 1 対応の関係にあるものとす 

'る。 ： . . . *  .. ' ノ
p . 部門別投入係数は,よく定義された商品分類の 

下で，準一商品毎に測定される。すなわち第 j•部門に 

おける第i 商品の総産出量X / と，その部門に流入し 

た 第 i 商品の総投入：f t  X i / > ，の比率として，部門別投 

入係数 a , / が定義される。

⑴知^ 雁 ， ：：：：：：；«
ハ. 部門別労働投入係数を“で表知し次式で矩義 

する。

⑵ l j = L / / X / 但し，L/ : 第ゴ部門への

総労働投入暈

すなわちレオンティエフ投入係数は，商品べ一ズを 

基本に構成されているために，その商品の生産が部丨1 

内でいかなる規模あるいは技術効率をもつ生産単位 

(たとえば工場) f c よって，生産されズいるかにかか；b  
りなく，定義さ、れていることになる。

ニ. 第 j  部門に対し，aij,(i—l , 2, n ) と lj ..か. 
ら作られる次の列べクトルTVを:第ゴ部門の技術べク

(注”
トルと呼ぶ。

⑶  T尸 [ aり.，a t j,  ........ a»-j，…'.“ 《1„ゴ，l j] ：-

ホ. 経済全体の技術構造は, 次の （k +  1)X ?j行列T 
で表;b される。

• ；对歹！j

(4) T =  O V T >  Tr  _T„) =

| »u di2---dij --ain 
d2l tt22* V<X2/***a2«

*  * j  •

Cil di2，“Clij ” ain

びnl d n t ' * '(tnj* **(tnn

、ll  よ2 - • l j  **>' In ノ
T r i列を通常のレオンティエブ投入係数行列と区別

してレオンティエフ体系における技術係数行列と呼ぶ 
(注2)

ことにしよう。

れるという実践的課題の下に発展し, 今日世界6 0 数 

力国にお;いて産業速関表が作成されるようになった。

經済理論的にみて，レオンティュフ体系には二っの. 
きわだった性格;^発見される。一っは，遠くヶネ一に 

始まるTabreau Economiqueと.しての性格である，今 

日の>用語を用いれば，国民経済計算体系の一環として 

の生産勘定体系の確立，すなわち，一国経済の生産物 

の流れの奔合的な記述という特質である。それは他の 

勘定体系との併用め下に，全体としての経済構造の実 

態を把握する丨e1的に役立ち，同時に綜合的な許画モデ 

ルのfF成に一っの遨礎を与えるであろう、 （たとえば，

ストーン〔6〕，ヨハンセン⑶等を見よ）。

他は経済の相互依存的関係の決定や，一 経済変数の 

交化の他のすべてに及ぼす影響め波及過程を分析ずる 

ための核となるベぎ，部門別技術構造の摘出という性 

格である。• 決宠された技術構造が安定的である限り， 

レオンティェプ体系はそのままワルラスの一般均衡理 

• 論の経験的適用という実証科学としての特質をもっと 

とになる：投入一産出表に迤づく技術構造の摘出は， 

投入係数行列と呼ばれる表によって記述されるが，た 

とえ，それらが変化するとしても，その変化の法則を 

経験的に確認十ることによづて，■より一般的な動学的 

レオンティヱフ体系の構築が可能となるだろう。

上述のニっの特質のうち何れが重視さるべきかは， 

分析目的の如何に依って定まる。われわれの窮極の分 

析目的は,経済発展過程における構造変動要因の解明 

にあ■る。構造変化の分析は> レオンティュフ体系の動 

学化の方向において最も有効に達成されるであろう。 

このような分析視角の下に，この稿では， レオンティ 

ェフ体系における技術構造の性格にっいて考察したい 

と思う。

(ニ） レオンディエフ投入係数の安定性

1. この節でレオンティ尤フ投入係数行列の安定性 

は，いかなる前提を基礎に成立しているかを検討する。

レオンテイ芒フ体系における‘技術構造

■注（1 ) . この稿では列ベクトルに.[ ' ] , 行ベクトルに（ ）.の記号を用いる。

( 2 ) 通常レオンティエフ投入係数行列とは，中丨出投入係寒のみを袈素，とする次の正方行列a を指す。

fa 、i . . .a ,ゾ…a，ノ

dn “ .aり…a2«
_ • * . »

••で"•••巧

Win…戊rtパ“びノ

.われわれの分析では，技銜稱造の変励は站木的に物的資本財の技術効串の変動に驻づいて生ずるものと考え
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2. 以上のように部門別あるいは商品別に搆成され 

た投入係数の安定性について考察してみよう。

:厳密に萣義すればv 也産関数とは®品侮の投入一鹿 

出の'技術的関係をあらわすものであるから,雄に各商 

品侮の総産出量と投入量の関係を表示するに留まらず, 
その商品を生產L ている生産取位すなわち測定対象が 

何であるかをあらかじめ定めておかねばならない。第 

3 商品の也產プロセスに対し測定対象を工場にとれぱ. 
第ゴ商品の工場ベースの生產関数が構成ざれ，測定対 

象穹企業にとれば，企業ペースの生産関数が構成され 

るであろう。後述するようにわれわ和の分析では技術 

構造は，本質的に物的資本財の技術効率に大きく依存 

すると考えるから，測定対象を工場という生產卑位に• 

おく。一般的に工場べ一ス生産関数は次のように表わ 

されるだろう。第 i 商品を生産している任意の工場能 

力規模をXj, X j を坐産するために必要な各投入量を 

2, ■■■■ ■, m) とすれば 

, ■ (5)...X产ム(aiり，jcりぐ…“ ■，ぉ町.）

が商品別工場ベース生產関数となる。

，従って，単に商品別に， その総産出量X / とその- 

生産に必要な各投入総量約/との間に作成された 

.(5)’ x /=F,.(a；り0, X2j9,---;--,xmj0)
なる関数関係は，⑸式と丨2 別されなければならない。 

一般には（5/ 式は純粋に技術的な投入一産出関係のほ 

かに,種々の技術をも勹工場分布の影響を含んだ合成 

的関係式とみなされる» 式と(5)’式の関係はaggtega- 
tion problemの雄本的な問題を提出している《レオン 

ティュフ投入係数は⑶7式の特定化された形として測 

宠されるが，（5) 式において収益不変の仮定と固定係 

数の•仮足を採用することにより：⑸式と（&K式が同型、 

となるこ'とを利用して• この aggregationの問題を回 

避した。固定係数の仮定は， 1 商品一1 也産アクティ 

ビティの設定を意味する。 もし⑸式において収益不 

変の仮定を保持しつつ，多数の生.產アクティビティの 

存在を許容•し. . かo その分布がパ'レート分布で記述さ 

れるときには，（S / 式は， 调知のダグラス型になるこ 

とがHouthakkerの論文■〔1〕で示される。生途の技 

術的関係は，⑸式によってのみ示されることを?i 認し 

ておかねばならない。

さて，上述のような厳密な意味での生産関数論的祝 

点h らは. 各投入係数an -  x J X j の変動する奴囟は,

次の三つの点に分解されて考察されるのが普通である8 

(ィ） 投入要素間の代替性

(factor—substitutability)
( p ) 規模の経済性（economies of scale)

H その他の-喪因に基:づく技術变化 

t̂echnical change)

(ィ)の代替性の有無は要素相対価格の変動に対応する 

投入係数の変化の可能性に関係し. （ロ)は産出量規模の 

変化が投入係数を班動せしめるか否かの問題を提起す 

る。㈧ は(ィ)，(口)以外の51咽 ，たとえば全く新らしぃ生 

産方法の開発どぃう要因に基づく生産関数㈦ の変位と 

いう形をとる。上記三点についてビオンティモプ投入 

係数の性格を検討してみよう。 .
レオンティエフ体系では，商品べ一ス投入一産出関 

係に, 完全補完型一次同次関数（崮定係数）を仮定す 

ることにより，(ィ)の投入要素間の非代替性と，(ロ)に対 

する収益不変を同時に仮定しち。そこで投入係数の変. 

化要因は㈧ の他の要因に基づく技術変化の影響のみと 

なる。 ‘ . •
㈧ の問題は後節に譲るとして，ごこでは(イ）と（ロ）の 

問題がレオンティエフ体系においてどのように考えら 

れ，またいかなる前提に立ち，さらに最近の研究結果 

からはどのように修正されなければならないかを検討 

してみよう。

(ィ)の投入要素間の非代替性あるいは完全補完型固定 

係数の妥当性は，レオンテイエフにおいて次のように 

考えられている。生産の技術的関係は，本来各商品の 

生産プロセス侮に測定さるべきで€ り, その場合には 

各役入量と産出贵の固定比例的関係が,现実に対して 

かなりの程度安定した近似度を与えるであろう。さら 

に実際問題としては，この補完型技術係数がかなりの 

程度安定するまで,商品分類自体を铆分化してぃく必 

驳があると考えるのである。このよ.うな考え方に基づ 

けば，投入-要素間の代替性の有無の検証という問題は， 

窮極的には最適商品分類の蓝準を実験的に決定すると 

ぃう問題に帰翁するであろう。商品分類莲難の決定に 

対するこのような考え方の有効性が後に経験的に検赃 

される。同時に投入瘐素問の代替性の有無の検定がな 

されるであろう。これは，雄一商品の生産には唯一つ' 
の生産ァクティビティ（生産方法）だけが対佑してぃる 

か西かの問題である。もし複数個の也産方法が存在す

ているため，技術係数行列の矩狻として取に必贺中間投入盟のみならず必驳労働投入をも考傲した，この点 

については文献〔9 〕を見よ。 ，

m (934)
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るな令ば，一般的に云って投入奕素間の代替-現象が虫 

ずるであろうことは論をまたない。、

次に(ロ)の収益不変め仮定の問題に移ろう。 レオンテ 

ィヱフ体系では，よぐ定義された商品分類甚準を採用 

するとぃう前提の下では,近似的に収ゼ不焚の仮定が 

成立すると考えられてぃる。すなわち産出規模の変化 

に対して，各投入係数の大きさは変化しなぃ。

規模の経済性の有無を検証ずるとぃう実験的立場か 

. らは，産出規模とはぃかなる測定対象に対して定義さ 

れているかということを明確にしておかねばならな 

ぃ。実際問題として,産業や企業のような経済主体の 

■ 規模概念と，他方工場規模や個別機械設備とぃった物 

的資本設備の能力規模等槌々め規模概念が考えられる 

が、純粋に技術的な視点から規模のg 済性を検出しよ 

うと試みる目的に対しては，後者の方がより適当な規 

换概念となるであ令う。われわれの分析模型では，一 

つには投入一産出のデータが基本的には事業所べ一ス 

で作成されてぃるとぃう制約から，二つには経済分析 

の有効性と.ぃう視点から，工場（plant) という概念を 

生産能力規模測定の単位として採択した。換言すれば, 
規換の経済性の有無は，具体的には工場規模の変化が 

各投入係数をどのように変動せしめるかの検定によっ 

て確かめられることになる。規模の経済性が検出され 

る限り，工場規模分布の変化は部門別投入係数の変動 

に影響を与.えるであろう。レオ:ンティエフ体系におい 

ては，先験的に収益不変を仮宠したために,理論的に 

部門内工場規模の変動がもだらす影響を回避すること 

ができたのでちる。このことは部門内における各生産 

単位（工場)の技術的同質性が眙黙裡に伖定されてぃ 

ることを意味する。

すなわち， 1 商品の生產には唯一つの生産アクティ

ビティ 唯一つの生産方法一が対応すると仮定し

ていること^ :なる。その結果，たとえばある商品1万 

トンの生産が5 千トン能力規模の2 工場で生産されよ 

うと， 1 千卜ン能力規模の10工場で生産，されようと， 

何等生産効率あるV、は赀用楛造に変化が也じなぃ。こ 

のようにして， レオンティエフ技術係数は， 部門別 

commodity flowの表から直接計算され，その安定性は’ 

収益不変め伖定の上に保__れてぃるこどになる。も 

し工場単位で> 規模の絰済性が検証されるならば，部 

丨"J内工場规換（分弗）の変動は， 各投入係数を変動せ . 

しめる効采をもつだろう。規模の経济迚の検出は第5 
節で候诎される。

以上，部内別に定義されたレオンティルフ技術係数

の安矩性は'  本質的には商品分類基準の決定の什方 

と，収益不変め仮定を前提にしてのみ成立するという 

ことを明らかにした。 .

(三） 投 入 要 素 間 代 替 性 の 仮 定 に 対 す る . 

— つ の 経 験 的 反 証 ，

1 . 伝統的経済理論では，‘ 要素代替的坐産関数は，

同次性の公_ を充たす関数として計測されてきた。前 . 

述の一般型 .(5) 式

(5) X j  = f j ( X o j ,  Xt j ,  X i j,  Xmi)

に対し，任意の正の実数，ス.を選んで次式がなりたつ 

とき，

(6) AnX}'—J(.XXoj,办り•，.......，
この関数はn 次同次の生産関数と呼ばれる。伝統的也 

産関数論では• ⑸式を一次同次€>生産関数とみな1;T"の 

が普通であり，周知のダグラス型生遊関数やC.E.S.型 

也産関数がこれに含まれる。 '  I
いま，商昴べ一スの生産プロ tセスにおいて，（5)式が . 

要素代赞的同次生產関数であると仮定しよう。もし投 

入要素の相対価格が不途であり，かつその条件の下で 

各坐產者が費用極小の合理的行動を行なうものと仮定 

すれば,次のように誘導形としての投入関数を導き出 

すことができる。
m ,

(7) C = 2 j j , .れ广.•“費用定義式

⑶の生産関数を制約条件f c して与えられた産出量水 

準 X j の下に(7) 式の費用C3を最小にする必要条件は 

次の加IE限界生産力均等式である。

. (8) 普 / ^ 隹 #  { a i o , i , - …" ，饥:
(5 )式と (8 )式を連立して解くと,各投入量ぬ , •を産 

出量X i  (外生変数) とすべての価格P i( i = 0 , 1 , … … ,m )

の関数として表わすことができる。

(9) X i, =  g i jO L } , Po, p u  3)2,........ , p M)

i  =  0 ,1 ,2 ,  , m
価格体系不変の下では, 39。, 別,……,〜 は一定であ 

るから（9)式は

(10) Xi尸 Gij(Xj) i ~ 0 , 1 , -*••••, rtt
.のように表わされる。 00) 式は通常要素投入関数と呼 

ばれているものである。もし㈤ 式の生産関数がn 次 

同次関数であるならば， (10)式は次の⑽，式を满甩す 

るであ6 う，

(10)， パぬ尸 G0 aX />

1 6 9 (^ 5 )



( ) の中は各パラメタの標準誤差。

この計測は経済企画庁「部門別投入構造の変動と工場规換の効來に丨対する研究」昭和43年の屮の一部である。 

商品赉兮1桁の 1 .紙と% 鉄鋼はそれぞれ11〜巧，ぬ〜2 3 の-各丨V丨丨;丨を軾合したグループを表わしている。，
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表わした㈣ 式の投入関数の形では，次のような性質 

が兒られることになる。 '

ケース⑴ もしノ上產関数がー次同次関数ならば， 

平面における各投入関数は原点を通る直線と 

なるンすなわち，帅 式は

(11) Xi}- = a i}X j  

となる。

备ース⑵，もし生産関数がM次 （tl+ 1) の同次関数 

ならば，（丨0)式の各投入関数はすべて，-1-次の同次関数 

すなわち对数線型式となるであろう。従って. （丨2)式が 

成立する。

(12)

2 . これらの関係を用い，要素代替的同次生産関数 

の有効性について一つの経験的反証を与えてみよう。

実験模型；（イ)，（丨0)式の各投入関数を，商品べ一スエ 

場別投入一產出データを)Tjいて計測する。投入項0 は， 

労働投入L，原材料投入M , 固定資本投入K , の三 

項 13で，X は各商品餌の：t場別産出量とする。

(ロ） 各投入関数に対する実験式を対数線•型の式で近

第 1 表 各 役 入 関 数 の 計 測 結 果 ( 資料：昭 和 3 6 年エ菜統計表）

h = ahXê  K = aKX.eK

労 働  

(1)
投 入 関 数  

(2) (3)
原 材 料 投 入 関 数  

⑷ (5) (6)
資 本

(7)
投 入 関 数  

(8) (9)
自山度

(10)

0L log CtL r 0M log q：m r Pk log a K r d‘f.

h 紙 0. 58710 
(0. 01183)

一 0. 20306 
(0.14188)

0 .8396 / 1.01944 
(0. 01270)

- 0 .  76253 
(0.15238)

0. 9285 1.34788 
(0. 05225)

—7 . 17929 
(0. 62687)

0. 6260 1.030

11 洋 紙 0. 76287 
(0. 02198)

一 2. 44510 
(0. 30240)

0 .9547 1 .06468 
(0. 70608)

— 1.55901 
(0. 97109)

0. 8119 1,28031 
(0 .13045)

- 5 .  75272 
(1 .79415)

0. 6700 116

12 板 紙 0. 69142 
(0, 05345)

-1 .7 1 8 4 4  
(0. 69813)

0. 7608 1.03706 
(0. 02192)

- 1 . 11507 
(0. 27805)

0. 9740 1 .41578 
(0 .17886)

-7 .5 1 7 1 0
(2 .2690)

0. 5810 120

13 機械すき和紙 0. 61263 
(0. 02763)

0. 47855 
(0 .31568)

0. 8399 1 .08775 
(0. 02098)

-1 .5 6 0 4 3  
(0. 23933)

0. 9639 1 .41750 
(0.16269)

一7. 36082 
(1 .85910)

0 .5173 204

14 紙 製 品 0.48256 
(0. 03122)

1 .07487 
(0. 35798)

0. 7893 1 .10375 
(0. 03693)

一1.82820 
(0. 42342)

0. 9279 0. 90160 
(0 .、18814)

—2. 69850 
(2 .15720)

0. 3638 143

15 紙 製 容 器 0. 47887 
(0. 02190)

1,03656 
(0. 25683)

0. 7212 1 .04890 
(0. 01943)

—0. 97994 
(p. 22785)

0. 9321 1 . 16878 
(0. 09338)

- 5 .  45125 
(1 .0950)

0.5112 439

2. • 鉄 鋼 0. 58745 
(0. 00922)

- 0 . 19686 
(0 .11086)

0. 8659 1 .06227 
(0. 00689)

- 1 .3 4 6 3 3  
(0. 08279)

0. 9727 1 .23002 
(0. 03628)

- 6 .  06974 
(0. 43621)

0.6775 1.228

21 フエロア口 イ 0. 83433 
(0- 05627)

— 3.26050 
(0. 76090)

0. 9303 1 .05224 
(0. 03975)

- 1 .3 0 3 7 0  
(0. 53750)

0. 9766 1 .66332 
(0. 21347)

-1 ,1 3 8 3 2  
(2. 88690)

0 .7982 33

22 製 _ を行なわ 
ない鋼材

0. 47416 
(0. 02425)

0. 75420 
(0. 30805)

0. 7611 0 .93127 
(0. 01321)

0 .68166 
(0.16777)

0. 9733 1 .05418 
(0 .11536)

-4 .3 1 6 1 5  
(1 .46560)

0. 4791 276

23 銑 鈇 銬 物 0, 69005 
(0. 01181)

-1 .2 4 8 1 5  
(0,13387)

0. 8880 0. 98038 
(0 .01154)

—0‘ 53955 
(0.12638)

0. 9456 1.39418 
(0. 06123)

-7 .8 2 0 4 9  
(0. 69377)

0.6012 913

(WK式は各投入関数は1 / « 次の同次関数になることを 

■示している。 _
' これらの啡は次のように説明することができる。も 

し.(5) 式の生産関数が， 同次関数であり，かつ迆素代 

嵇的であるならば，相対価格不逆の下での生産拡張線 

は原点を通る直線となるであちう。（飨 1 図）

第1 図同次的生產関数 .

従って，これを各投入鱼阶，と産出盤：̂の関係で

ドオンテイ尤フ体系における技術構造

似する。

(HK 労_投入関数

(⑵’ 原材料投入関数

(13) K =  aKX印；资本投入関数

H 資料は昭和3 6年工業統計表個別市業所海の個 

表を用い，計測対象商品は6 桁分類規準で, 鋏鏑，紙 

両產業に厲する約7 0品目を，類似商品侮に8 グルー 

プに統合したものである。（計細の手続きに関する詳細 

は文献〔7〕を見よ）

(ニ） 計測は，クロスセク、ンョン分析に驻づいそ行な 

われる。これは相対価格一定の仮定に対応している。

検証の方法；（ィ） もし生虛関数が一次同次関数なら 

ば，すなわちn = l ならば理論的に{丨們⑵’妯式におい 

て,

(14) /9L =  i9M =  /3K =  l
の条件が満足される窖である。

(ロ） もし生產関数がn 次 （Wキ1 ) の同次豳数ならば, 
理論的に，

(15) /?l=/9m  =  /?k:= — (^ e l)  f 

の条件が要請きれる。

的 計測の結果，（⑷，（丨5) 式の条件式が，統計的に棄 

却されるならば，同次的.要素代替的生産関数の有効 

性は否定されるであろう。

計測の結果は第1 表に示ざれている。

この計測から次のことが云える。

(イ） すべての計测値は統計的にきわめて安定してお 

り，自_ 度の大きさに対して各パラメタの標準誤 

差も小さく，またかつ相関係数r の値も大きい。 

(すべて1% 水準で有意)。

. (口） 各弾力性に対して，次の結果

^L<1, 0K^1
が得られた。この結果は，（⑷式（丨5)式の何れの条 

件をも充たさない。よって統計的に =
の帰無仮説は雄却されるであろ：う。

以上の結來は，（5)式の生產関数が耍素代替的同次関 

数である限り，経済理論的に導かれる帰結と観察結來 

が，奔合的でないという祺突を示している。他の名く

の計測（文献〔8〕〔9〕参照）においても同様の結衆が 

導かれた。-生産め技術楷造を商品べ一スで測定'する德 

合，生産関数の定式化にぉいで，毁素代嵆的同次_ 数の 

設定は有効な結來を生まないと結論でき )

3 . 以上，伝統的な徂產理論の’展開の線に沿って解 

釈ナる限り，翦素代替的同次的生產挟!数の設定は，銳 

測結果と奔合的な'結果を生み出さないことを示した。 : 
この結果は要素代替性の性質か，同次関数の設定の何 

れかの否定を示唆している。いうまでもなく，袈编非 

代替的一次同次翻数とは/ レオンティヱフ投入関数に: 
ほかならないから，この計測結果は，：問接的にレオソ 

チィュプの要素間非代替性の仮定（ィ）の有効性を支持 

しているこどになろう。

とぐに，部分的でばあるが,原材料投入過程に関し 

て，如丰1 の結果を得たことは，中間投入に関するレ 

オンテイ二フ投久係数行列の安定性の仮定と奔合的で

ある。その理山は次のように説明されるであろう。い 

ま中間投入の各商品侮にレオンティニプ型投入係数が 

成立しているものと仮定しよう。

(16)吣尸叫X厂メ = 1，2 ,……，？j.
㈣ 式の両辺にp iを乗じ， i に関する和をとると次 

式を得る。

⑶ lljaxij= JlpiaijXj=
いま，左辺の2?>撕/ を M yであらわし切?)ぬ》 を 

aMiなる記号であらわすと，

(IB) M j = a ^ jX i  

なる式を得る。ここにM ,.は飨 j 部門に投入された総 

原材料费用である。もしすべてのi に関し，（16)式が安 

定的であり，かつ各外が一定であるならば，（18)式は 

安定的に計測される答である。（逆は必ずしも成立たな； 

ぃ。） ' ' .

われわれの訐测では㈣ 式を直接計測する代りに， 

より一般的な形の次の実験式

注 （3 ) このような結論は， もちろん(イ)，各生産主体の合理的行為と (ロ)，ある時点において，すべての _ 業所に対し , 

驳尜相対伽格が不変であるという胶走の成立を前提どしでいる 。 ‘

( 4 ) 厳密にいえば中問投入係数は，原材料投入係数の他に，燃料動力関係の諸投入係敎（右炭，石汕，镏カヱネ 

ルギー投入）を食む e 文 献 〔9 〕における計測結來がらは，ぬH = 1 が成立するのは原材料投入だけであって，

, 一般には燃料動力関係投入係数は， 1 に等しくない。
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(19) + .M y = a MiX /x i，.

をクロスセクション分析によって計測し，その結果， 

すぺての商品别投入関数に対して，办り丰1 なる結果 

を得た。（第1表第4欄) との琪ぽ，（丨8)式の成立を意味 

.し，それは各投ろ品目に関するcu尸 const. の仮定と 

整合的な結果を与えるものであるぐ ‘

他方， /?L<1, / ? K ^ 1 の諸結果は，労働投入過程， 

資本投入過程に関して，必ずしもレオンディエフ型固 

宠係数の関係が成立しないことを意味している。しか 

しながら，

(")，h = a LX fi^ ,  (13) K ^ a K X ^ K  

なる投入関数の成立は，もし産出量水準X を固定す 

る限り，労働投入，資本投入に関しても固定係数的な 

聞係が成立することを示している。この意味におV、て， 

(iimKO3)式の計測結果は, 投入要素間の非代替性の仮‘ 

矩の有効性を主張していると解される。商品ベースで 

投入p 技術構造糸測定されるとき，少くとも与えられ 

た産出量水準に対しては，すべての投入項后に関して 

毁素非代替的，補完的関係が成立すると考えられるか 

らである。

次節で上記計測結果と矛盾しないような，投入一産 

出の技術構造は，どのような性格の生産関数によって 

あらわされるかを考察してみよう.。..

(四） 要素制約的生產関数の性格 

—— 資本の技術的構造.

1 . 投入一産出の技術構造の計量的，実証的研究は 

大きく分けてニつの方向において発展してきた。一つ 

は，伝統的生産関数論に基づ.く接近の方向であり，そ 

q 力法論的特徴ばィ，巨視的集計的変数の利用。口， 

袈素代替的同次関数による定式化，へ 残差分析の手 

法による技術進歩率の測定（res丨dual analysis〉の3 点 

によってあらわされる。他は， レオンティエフ投入一  

鹿出分析に雄づく技術構造の把握の方向であり，その 

■特微は，ィ，より d isaggregateされた段階に.おける’. 
商品別あるいは部|uj別分析，ロ，驳素制約的生産関数 

の矩式化，ハ，资本の技術的構造に站礎を燈く技術変 

化の把握の3 点となる。 ，

以上の3 ぬの対比において，前者が舀祝的成提分析 

の川具としての役割を担うのに対し，後者が構造変化 

の分析手段としての_効性を強調している点に両者の 

特贺が見出される。いうまでもなく，われわれの研究 

は後者の方向に属する。より厳密には，レオンティヱ

フ体系のf i学化の方向において技術構造の変化の研究 

が進められているといえよう。

2 . 前節の計測結果は，商品ベース投入一産出の技 

術的関係式の測定に関する限り，伝統的な要素代替的 

同次関数の有効性を否定するものであった。しからば 

どのような挫格をもつ生産関数の定式化が技術構造め 

分析にとって有効なものとなるであろうか。

新らしい生產関数の特質が次の二つの点に関して検 

討されなければならない。一^)は測定さるべき生產関 

数とは，実態的にはいかなる対象物0 技術構造を記述 

しているかという間題であり，他は採用された関数の 

特牵化 (specification)に関する問題である。■ ■

先ず第1 0 問題を考察しよう。すでにのベた通り，

第 y P為 品 の 生 產 プ ロ セ ス に お い て 投 入 量 を も 產 出 量  

を' X ，-と書く とき， （5) 式の X j — fjixoj, aり，•■•■■■oHmj) 

な る 一 般 型 で も っ て 生 産 関 数 を 表 わ す こ と が で き る 。 

こ の 関 数 式 の 変 数 に 具 体 的 に ど の よ う な 経 済 変 数 を 含  

ませるかによって， ⑶ 式 の 性 格 は 著 し く 異 っ た も の に  

なることを示そう。 最 初 に 最 も 重 要 な 変 数 で あ る 資 本  

投 入 量 一 一 た と え ば を ⑶ 式 の 中 に 入 れ た 場 合  

を考えよう。 *0/ を 第 j 部 捫 へ の 労 働 投 入 量 ， x 參 ' 

1，2 , 饥一1) を 中 間 投 入 量 と す れ ば ， (5) 式 は ， 各 

產 出 量 水 準 ：5 0 に 対 応 す る 労 働 ， 原 材 料 ， 資本の平而  

的 代 替 関 係 を 記 述 す る 等 量 曲 面 を 表 わ す こ と に な る 。 

こ れ は 伝 統 的 な 生 産 関 数 の 表 示 に ほ か な ら な い 。

他方個別商品の生産技術を規定する主要な実体は， 

機械設備や工場等，物的資本財の技術構造であると考 

えた場合，ある商品の也產プロセ;<における投入一 產 

出の技術的関係は，資本財の工学的な性質によって最 

.も適確にあら6 されることになろうe 資本の技術的構 

造を示す関係式を，伝統的な経済学的生産関数と区別 

するために工学的生産関数と呼ぶこ と に しよう。

一般に第：/ 商品を坐產するためには，種々の技術効 

率をもった生産方法が存在する。異った生産方法は異 

った技術の資本設備に付随して実現するだろう. たと 

えば,切削工程における手働式旋盤機械と向働式高速 

度旋盤機械の如きものである。われわれの分析でぱ， 

興った技術をもつ物的資本財の測淀坩位をあらわすも 

の.•として，工 場 （p lan t)という概念が導入された。

P r j商品を生産するために使用される第/ c # 0 の杨 

的資本財すなわち第灸工場の技術槠造が，その工場の 

生座能力X /め，X产.を尘座するために必瘐な穷働散 

xojik), 问じく各猶の必袈原材料役入量的产(t =1,2,

m (938)
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•*•*•» n ) からな.る’ (n +  2) 次元ュ一クリ ツ ド型間のベ 」 

ク.ト ル ’

(Xゴ' ぬ' >,ぬ， ，a；り' ……，瓜，，）

で表わされるものとしよう。変数はすべて物量ターム 

で撒1られるものとする。：興っ.たべク:トルをもつ二つの 

工場は冬れそ‘れの技術構造が興なると考える。たとえ 

ば機械産業において， (X， ，ね， ，a；り■<” ，叫")，

ル/ 10 なるべクトルは，手働式旋盤を主要機械とする 

第 1 番目のエ場の技術を示し，それと異るべ.ク..ト，ノレ 
0 0 (2>，Xojli),9nt2\  為 -t2>) は，自働式高速度旋盤

を主要機械とする第2 雅目の工場の技術を示している 

ような場合である。もし，生産の技術的関係の签底に 

工学的法則（engineeHng law )が存在するならば，■鋪々
」 丄. . . 一 ' .  (注5)

の有効な生■産方法の軌秘 (efficient lo c u s)は， この 

<« +  2 )次元空間に一^^の丨山面を画くであろう。この曲 

面を次の関数式で表わす。

(抑 9j(Xj, Xoj, Xij, x2j,..... , a;»j) = 0
⑽式は第 j 商品の生産に使用さるべき物的資本財 

(土場）の技術構造を表わしている。 ごの工学的生産 

関数の式には，資本投入の項目'が含まれていないこと 

に注意しなければならない。この場合資本投入関数を 

別途に構成することができる。.金額表示で示された物 

的資本財 (工場）の価値をK という記号で表わそう。 

興った技術水準をもつ物的資本財のK の値は異るで 

あろう。K は, 特定時点におレ、ては，物的資本財（エ 

場)の技術べクトルの大きさと方向に点じて変化する 

と考えられるだろう。すなわち，

(21) K尸ん.0^-,义’り‘バぬゴ… a;nゴ）
⑵)式は資本投入関数上呼ばれ，それは物的資本財と 

その侧値とを結ぶ関係式となる。

(功) 式と (21)式を並べてみよう。第 . j饰品の生産プ6 
七X に利用された物的資本財に関し，この両式は，そ 

め技術楷造と，その資本財の金額表示の価値を表示し 

ていることになる。このような定式化はそれが，資本 

め技術構造を問題にしているという点で, 労働，資本 

の代替関係を基礎にする伝統的生途関数論の接近と内 

容を興にする。もはや脚，(21)式が同次関数である必耍 

性はない。

3 . 最初に(抑式の関数型特定化を試みよう。その 

特殊な形として，嫂素間の卵代特性を仮走すれば，次 

の驳素制約的也鹿関数._(factor: limitational production 
function)が導かれ:る。第j 商品の生産に関し，

(22) n;,,,- —F<(X j) t  =  l , 2, « .

が成立つものとしよう„ すなわち，工場能力規换Xj 
が矩まる限り，そめ工場の技術水準は特定化され,词 

時に必頭各投入藍X i j の水準も矩まると考える。.先の 

技術べクトル

( X j ,  Xoj, X ij,   ......., x „ j)

は . ‘ .

(Xi,F 1>(Xi) ,F 1( X A - — ,Fn(Xi)
となり，その変素はすべてX,-の水準によって決定さ 

れる。もし㈣ 式の定式化の統計的安定性が検証される 

ならば，各商品を生産する备工場の技術特性は，火き 

く工場規模Xメ f cよって規定されることになるだろう： 

㈤ 式を⑵) 式代入すれは•資本投入関数は 

㈣  I O H jO O )

の如く表わされることになる。呦式と（23}式を併わせ 

て，資本に関する要素制約生産関数と呼ぶことf c しよ

3 , 要素制約的生産関数において,最も簡潔な形は 

次の固定比例係数である。

(24) Xij=acjXj, i —0 ,1 , ,n
(25) Kj~aKjXj

この場合，一次_ 次性が成立ち，その結果工場.単位 

で計測された固定係数a ，v は，そのままレオンディヱ 

フの部M別固定係数叫 と等しぐなる。すなわち工場 

規模X jの分布の変化にかかわらず，部門別に測定さ 

れたレオンティエフ投入係数d i jの安定性は保持され 

る。 . ' '

—  _  Xij
X ,

an -
X j °

■otij i - 1 , 2, n , K

この間の事情は次貢の第2 図によって示される。 

ざらに一般的な要素制約型生産関数の特定化は，次 

の対数線型近似による関数型である。 ,
(26) i= 0 t 1 ,2 ,....... , n, K

である。 レオンテイエフ係数a ; j の,安矩性は /9,v= 1, 

(i =  0 ,1 ,2 ,…… によって保障されるが,もじ何 

れか 1 つ以上の i について， ‘
キ1

が成立すれば，もはやa n の規模に関する安定tilは保 

障されず，工場規换X ,-の変化の厳響を受けて変動す 

るととに‘なる。こめことは次頁の第3 図によo て示さ 

れる。（詳細な説明は文献〔9：)を觅よ）

注（5 ) ■生途の樹におけるefficiencyの定敎については，クープマ;ンス. 〔2〕.を風よ<
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レオソテイエフ体系における技術構-造

<«：1
第2 図固定比例係数と規模の変化

れ

ェ
場
規

の
分
布

， 投 入 関 数

工 場 規 模

時 点 .1 v 、

Xi

D ( X i )  ^

X
曝 規 模 分 布

すンテイエ、
戌 立 す る

Xi

/ 時 点 2

り 変 化 に か か わ ら ず  

フ 投 入 係 数

注 1 «0- = « o の成立に対する証明は文献〔9〕で与え 
られている。

第 3 図 -般的投入関数の例

Piiく1 の caseの因示

むみか

工場规模
X j .

時点2

工場规模の変化(拡大）に.J t り 
レオンティエフ投入係数 a’;；は 

変化する。（文 献 [ 9 ] 参照）

われわれの一速の計測は，脚式に鉴づいてなされ 

すこ。そのr彳的は，（ィ) , (®)式による各投入関数の安宠 

性の検矩，（ロ)， レオンティゴ-フ投入係数がどの投入项 

丨：! に閲して安定するかの検矩，逆にいえばいかなる投

入项13に関して規模の経済性が検出されるかの検萣と 

なる。

(五） 規模の経済性の検出に関する 

若干の計測結果とその帰結

1. レオンティュフ投入係数の安定性と規模の経済 

性の検出という目的に対して，工場別•喪素制約的生 

産関数の一速の計咖が，基本的には商品別デ一タを用 

いてなされた。その一つの例が先の第1表である。第 

3 商品の生產プロセ乂に関し，工場別原材料投入項目 

X i j ( i = l , 2 , -‘ " i ) を一まとめにして，M jであ:らもし， 

(M= X o jを労働投入;31:としてL  ■で表わす■と，. 

計測式は ( j の記号を猶略して）

L  =  a LX fiL. M = « mX ,?m. K = a KX pK 

となる。第 1 表の結果は，統計的に 

故く1，/3m^1, /?k^>1 
が成立することを示した.。（他の計測結采の例は文献〔7) 

〔8〕〔9〕〔10〕を見よ） これらの結果は次のような 

結論をもたらすであろう。

(イ） 原材料投入に関しては，収益不変の仮定と 

奔合的な結果を与える。従って，商品分類を適当 

に選ぶ跟り中間投入過程の大部分を占める原材料 

投入に関して，レオンティニフ投入係数行列A

A イ 丨 丨 )\ a ni a nz  d n J

の安定性は保障ざれるであろう。

(ロ） しかし先に定義した技術係数行列T のIB： 
喪な変数である労働投入に関しては，もはや収益 

不変の仮定は成■立せず，..従ってレオンティュフ労 

働投入係数は，工場規模分布の影響を受けて変動 

するだろう。経済成長の過程で各商品の市場規模 

が.拡大すれば, . それが工場規模の拡大を誘発して， 

労働投入係数を変化させるという効果をもつ。 ’
ぐ、） 資本投入過程に関しては，規模の非経済性 

の傾向が作用する（汝> 1 )。 堆一商品の生產に関 

する限り，限界資本係数は工場規模の拡大過程匕 

伴って増大するであろう。

2. 商品ベースの測定で原材料投入に関して固定係 

数関係が成立するということは，中丨Hj役人の波及過程 

に讯点を經くレ才ンティュプ体系の有効性を支持して 

いる。もし規模の経済性が働くとすれば，それは大き

174(940) ——
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く労_ 投入過程に対して作；11するであろう。労働生産 

性の上昇は舉ー商品の生産に関する限り，工場規模拡 

大の効果を通じてのみ実現するところが大きい。

資本投入過程で规模の非経済性の傾向が作用するこ 

とは，労働投入に関する規模の経済性の効果と相まっ 

て，工場規模の決足に堆位費用極小点を与えるであろ 

う。工場の最適規校の決定機構は，さらに精密な実証 

研究を必袈とするだろう。しかし，以上の観察結果か 

ら，与えられた相対価格の下での単位费川最小点が最 

適規模を与えるとすれば，その水準は各時点の-喪素相 

対_i格の水準に依存すること，および，成長の過程で, 
賃金率の洎対的上昇が見られる時には，労働節約を目 

的にした工場規模の拡大過程が続くであろうことを示 

唆している。

3 . 以上を喪約すれば次のようになる。商品每の技 

術特性は，贺棄制約的生産関数の計測によって良好に 

把握きれる。工場べ一スの技術特性は工場規模X ,の 

水準およびその変化の態様によって規定されるところ 

が大きい。さらに, もし計測結果の示す通り，規模の 

経済性の効果が労働投入過程にのみ集中するならば， 

甚本的に1 国経済の労働生座-性の高い水準は， 1 人当 

りの所得水準の上昇効果のみならず，絶対産出量規模 

の大きさ，すなわち，国内，国外をあわせた市場規模 

の大きさに依存することになろう。

以上，.商品へ一スで構成されたレオンァィエフ体系 

の技術構造および，技術係数行列の変化に関して，こ 

れまでに得られた訐測結果の示す含意につ い て のべ 

た。経済発展過程における樵造変化の一層の分析のた 

めには，これら商品別の技術構造の把握の下に，商品 

構造の転換の態様が分析されなければならない。これ 

らの研究は今後に残された遒恧な課題である。（商品 

描造の転換過程:の分析については，たとえ.ば文献〔11〕を

見よ。） ハ
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